
草津市地域包括支援センターの
運営について

1

資料２



草津市地域包括支援センター運営協議会
介護保険法施行規則第１４０条６６第２号ロ

地域包括支援センターは、当該市町村の地域包括支援センター運営協議
会の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保すること。

草津市附属機関設置条例 別表第１

介護保険法(平成9年法律第123号)に定める地域包括支援センターの運営に対する評価に関し
必要な事項についての調査審議に関する事務 ＜ 定数：１５人以内 ＞

 地域包括支援センター運営協議会の所掌事務

センターの
設置等

【承認事項】

• 圏域の設定
• 業務の法人への委託
• 業務を委託された法人による総合事業および予防給付に係る事業の実施
• 介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務を委託できる居宅介護支援事業所の選定
• その他、公正・中立性の確保に関すること

センターの
行う業務の
方針

市町村が示すこととされているセンターが行う業務に係る方針（運営方針）が適切かどうか、市町村に対して意
見を述べるものとする

センターの
運営

運
営
全
体
に
関
す
る
も
の

【組織運営体制】
• センターの人員体制が業務に対して適切なものとなっているか
• 担当区域における高齢者のニーズ把握を行っているか
• 職員間、専門職間の連携が効果的に行われているか

【個人情報の保護】
• 責任者を配置するなど個人情報保護の徹底が図られているか

【利用者満足の向上】
• 適切な総合相談、苦情への対応ができる体制となっているか
• 安心して相談できるようプライバシーの確保が行われているか

【公平性・中立性の確保】

• 公平性、中立性に配慮して、介護サービス事業所等の紹介や介護予防支援業務の委託先の選定を行っ
ているか

個
別
業
務
に
関
す
る
も
の

【総合相談支援業務】
• 相談内容ごとの対応状況が把握（進捗管理）できているか

【権利擁護業務】
• 成年後見制度の活用、消費者被害の防止の取組がなされているか

【包括的・継続的ケアマネジメント支援業務】
• 地域ケア会議の運営方針について職員間での共有ができているか
• 介護支援専門員に対する効果的な相談対応がなされているか

【介護予防に係るケアマネジメント】
• 多様な地域の資源がケアプランに位置づけられているか

【市町村事業との連携】

• 在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業との連携が適切になされ
ているか

センターの
職員の確保

センターの職員を確保するため、必要に応じ、運営協議会の構成員や関係団体等の間で調整を行う

その他
地域における介護保険以外のサービス等と連携体制の構築、地域包括支援ネットワークを支える地域の社会資
源の開発、その他の地域包括ケアに関する事項であって運営協議会が必要と判断した事項を行う

 メンバー
＜草津市附属機関運営規則 別表第１＞

１ 保健医療関係者

２ 介護サービス事業者および介護予防サービス事業者から選出された者

３ 居宅介護支援事業者から選出された者

４ 介護サービスおよび介護予防サービス利用者

５ 介護保険被保険者（公募委員）

６ 民生委員児童委員

７ 老人クラブ連合会から選出された者

８ 草津市社会福祉協議会から選出された者

９ 学識経験を有する者

１０
その他市長が高齢者の保健福祉の推進に必要と認める者
● 草津市健康推進員連絡協議会 ● 草津市まちづくり協議会

 任期
＜草津市附属機関運営規則 別表第２＞

３年 令和３年７月１日から令和６年６月３０日

 スケジュールと主な議題

令和３年度 令和４年度 令和５年度

第１回
センターの運営について
• センターの運営に関する評価
（運営全体／個別業務）

第２回
（２月頃）

センターの運営について
• 運営方針について
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センターの設置等に関すること
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（市全体） 高穂 草津 老上 玉川 松原 新堂

受託法人
‐ 社会福祉法人

聖優会
社会医療法人
誠光会

社会福祉法人
よつば

社会福祉法人
あさひ

社会福祉法人
みのり

社会福祉法人
寿会

所在地
‐ 山寺町837番地

（特別養護老人ホーム
菖蒲の郷内）

草津三丁目9番14号
矢橋町885番地1

（老上デイサービスセンター
きはん内）

笠山一丁目1番46
（南笠デイサービスセンター

あさひ内）

上笠一丁目9番11号
（上笠デイサービスセンター

湯楽里内）

志那中町25番地
（北部デイサービスセンター

常輝の里内）

担当学区 ‐ 志津・志津南・矢倉 草津・大路・渋川 老上・老上西 玉川・南笠東 山田・笠縫 笠縫東・常盤

人口（A） （136,818人） 30,339人 33,014人 18,774人 20,191人 19,006人 15,494人

６５歳以上人口（B） （30,529人） 6,114人 6,619人 3,739人 4,009人 5,743人 4,305人

高齢化率（B/A） （22.3%） 20.2% 20.0% 19.9% 19.9% 30.2% 27.8%

介護認定者数
（C+D+E）

（5,338人） 982人 1,156人 655人 685人 1,207人 653人

事業対象者（C） （147人） 27人 33人 12人 18人 49人 8人

要支援１･２（D） （1,244人） 212人 308人 164人 151人 271人 138人

要介護１～５（E） （3,947人） 743人 815人 479人 516人 887人 507人

包括支援センターの設置状況
日常生活圏域（中学校区）ごとに地域包括支援センターを設置（６か所）

社会福祉法人や社会医療法人による委託運営
＜令和３年４月３０日時点＞
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委託できる居宅介護支援事業所の選定
 介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務の一部委託にかかる指定居宅介護支援事業所一覧 ＜令和３年４月３０日時点＞

【市外】【市内】

【指定居宅介護支援事業所への委託件数】

 居宅介護支援事業所により、人員体制や受託可能数が異なる
ため委託件数の差が生じているが、公平性・中立性に配慮して
委託先の選定をすることができている。

【委託事業所数の推移】
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H29 H30 R１ R2 R3

総　数 48 50 45 45 46

市　内 31 34 30 31 31

市　外 14 14 13 13 15

県　外 3 2 2 1 0



センターの運営に関すること
～運営全体に関するもの～
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※ 評価指標とは・・・
地域包括支援センターの事業評価を通じて機能強化を図るため、全国統一評価指標により取組・運営状況を点検する。
毎年、厚生労働省に報告をしており、本資料に掲載している結果は令和３年６月に報告した内容である。



組織・運営体制＜人員体制＞

高穂 草津 老上 玉川 松原 新堂

社会福祉士 （準ずる者を含む） 2人 3人 2人 1人 2人 2人

保健師 （準ずる者を含む） 1人 1人 1人 1人 1人 1人

主任ケアマネジャー （準ずる者を含む） 2人 1人 1人 2人 2人 1人

その他（プランナー、事務職員） 1人 2人 1人 1人 2人 1人

＜令和３年４月３０日時点＞

 人員体制の基準 【草津市地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例第３条第１項より】

一の地域包括支援センターが担当する区域における第1号被保険者（６５歳以上人口）の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべき専らその職務
に従事する常勤の職員の員数は、原則として次のとおりとする。
(1) 保健師その他これに準ずる者 1人 (2) 社会福祉士その他これに準ずる者 1人 (3) 主任介護支援専門員その他これに準ずる者 1人

 人員体制の状況

三

職

種

 評価指標＜令和３年４月３０日時点＞

 三職種（準ずる者は含まない）の配置状況としては「指標を満たしていない」となるが、介護保険法施行規則および
市条例の基準は満たしており、センターの人員体制は業務に対して適切である。

※Q１６（センター指標７）：保健師に準ずる者であるため。
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組織・運営体制＜ニーズ把握 個人情報の保護 利用者満足の向上＞

 ニーズ把握：評価指標＜令和２年度実績＞

 担当区域における高齢者のニーズ把握を行うことができている。

 個人情報の保護：評価指標＜令和２年度実績＞

 個人情報保護の徹底が図られている。

 利用者満足の向上：評価指標＜令和２年度実績＞

 適切な総合相談、苦情への対応ができる体制となっている。
 安心して相談できるようプライバシーの確保が行われている。
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組織・運営体制＜その他＞

 評価指標＜令和２年度実績＞

 事業を適切に運営するための体制を構築できている。
 利用者が相談しやすい体制を構築するための取組ができている。
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センターの運営に関すること
～個別の業務に関するもの～

※ 評価指標とは・・・
地域包括支援センターの事業評価を通じて機能強化を図るため、全国統一評価指標により取組・運営状況を点検する。
毎年、厚生労働省に報告をしており、本資料に掲載している結果は令和３年６月に報告した内容である。
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総合相談支援業務
 相談件数  相談相手（令和２年度）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高穂 2,574 3,157 3,377 3,727 3,574 3,630 4,012 3,844

草津 2,189 2,876 3,075 3,654 3,405 2,748 3,823 4,224

老上 1,507 2,694 2,096 2,612 2,390 2,961 2,516 2,298

玉川 1,844 3,504 3,114 2,918 2,785 2,378 3,890 4,836

松原 1,608 2,347 2,394 2,291 2,608 2,154 1,717 2,110

新堂 1,590 2,412 1,943 2,045 2,165 2,226 2,079 2,109

直営 2,359 95 238 494

合計 13,671 17,085 16,237 17,741 16,927 16,097 18,037 19,421

13,671 

17,085 
16,237 

17,741 
16,927 

16,097 

18,037 

19,421 
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

家族・親族 3,146 3,944 3,686 3,819 3,442 3,421 3,862 4,371

本人 3,110 4,481 4,357 5,347 5,225 4,800 4,428 4,105

計 6,256 8,425 8,043 9,166 8,667 8,221 8,290 8,476

6,256 

8,425 
8,043 

9,166 
8,667 

8,221 8,290 
8,476 

～本人や家族・親族からの相談件数の推移～

 相談件数は年々増加しており、各包括の地域ネットワークづくりにより、
民生委員やケアマネジャー等関係機関の相談件数は増加しているが、本
人や家族・親族からの相談件数は横ばいである。

 高齢者本人や身近な家族が早い段階で地域包括支援センターに相談す
ることにより、状態に応じた適時・適切な支援やサービスにつながるよう
な取組が必要である。



総合相談支援業務
 評価指標＜令和２年度実績＞

 相談内容ごとの対応状況を把握（進捗管理）することができている。
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権利擁護業務
 評価指標＜令和２年度実績＞

 成年後見制度を活用することができている。
成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準を市とセンターで共有することができた。

 消費者被害の防止の取組ができている。
消費者被害の予防や早期発見、再発防止のために、様々な機会で情報提供を行っていく必要がある。

※Q４１（センター指標３０）

❖ 老上：情報提供はしているが、取組内容に関する記録（○の要件）を整備していないため。

❖ 玉川：包括以外からすでに情報提供されていたため、それ以上に適切な情報を提供することがなかった。
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包括的・継続的ケアマネジメント支援業務＜地域ケア会議＞
 評価指標＜令和２年度実績＞

 地域ケア会議の運営方針について職員間での共有ができている。
 地域課題を明確化し、政策形成機能を発揮できるような仕組みづくりが必要である。

※Q55-1（市指標３７）：開催計画にあたる「地域ケア会議マニュアル」を作成しセンターと共有しているが、

地域の関係者に周知できていない。

※Q６９（市指標４７）：地域ケア会議の議事概要等については、住民向けに公表していない。

※Q７０（市指標４８）：地域ケア会議における検討が、地域課題の解決につながる仕組みとなっていないため、
政策提言には至っていない。

※Q５５（センター指標４２）

❖ 玉川：作成した議事録を参加者間で共有できていない。
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包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
＜ケアマネジャーへの支援・連携等＞

 評価指標＜令和２年度実績＞

 介護支援専門員（ケアマネジャー）に対する効果的な相談対応が実施できている。
 市と地域包括支援センターの連携した取組により、介護支援専門員を支援するための体制構築が必要である。

※Q49（市指標３０）：把握しているデータを情報提供することについて、事業所の同意を得ていないため。
令和３年度は情報提供を実施予定。

※Q５０（市指標３1）：研修会等に関する介護支援専門員の意見等をセンターに情報提供しているが、開催計画
についてセンターと協議は行っていない。

※Q５2（市指標３2）：介護支援専門員のスキルアップを図るための取組は行っているが、センター職員を対象
とした研修会は開催していない。

※Q46（センター指標３５）

❖ 玉川：コロナ禍により、出前講座を実施できていない。
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介護予防に係るケアマネジメント
 評価指標＜令和２年度実績＞

 多様な地域の資源がケアプランに位置づけられるように取組むことができている。
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市町村事業との連携（事業間連携）
 評価指標＜令和２年度実績＞

 在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業との連携が適切に行われている。

※Q６３（センター指標５１）

❖ 玉川：事例検討会がなかったため。

※Q６５（センター指標５３）

❖ 老上：相談窓口である草津市在宅医療介護連携センターへの相談ケースがなかったため。
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承認事項・意見交換
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承認事項 【本資料 Ｐ．５】

介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務の

一部委託について

介護予防支援業務および介護予防ケアマネジメント業務につきまして、

指定居宅介護支援事業所４６か所（令和３年４月３０日時点）に業務の

一部委託を行っていることについて、運営協議会の承認をいただきた

い。
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意見交換

地域包括支援センターの周知について

 高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの更なる周知を
図るため、新たに４月から転入者へのチラシ配布を行っており、９月に
は広報くさつに特集記事を掲載予定。

 介護離職防止の観点からも若い世代への周知を推進し、早期に地域包
括支援センターへ相談がつながりやすくするためのＰＲ方法について、
ご意見をいただきたい。
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～参考～
 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度）
・調査対象：65歳以上（要介護認定者を除く） n=1,297人

・「地域包括支援センターを知っている」と回答した割合 ５７．３％

 認知症の高齢者に関するアンケート（平成２５年度、令和元年度）
・調査対象： H25）20～69歳 n＝６５５人 R1）２０～７４歳 n=3４３人

・「地域包括支援センターを知っている」と回答した割合 ３１．９％（H25） → ５２．２％（R1）


